
電話

（第 6 章）

（第 3 節）

（第　 4

①

②

③

①

②

　手　　　段
(ここから活動
指標を導きま
す）

　目　　　的
(ここから成果
指標を導きま
す）

対　　象
(誰､又は何を)

　　 意　　図
（何をねらっている
のか｡対象をどのよう
な状態にしたいの
か）

節
施策

18
年
度
ま
で

19
年
度

市が行った
（行う）事務事
業の具体的
な実施内容
（※団体補助
等の場合は
その補助金
による団体の
活動内容を
記載）

１　計　画　（プラン）

平成19年6月

798

4地区の商店街振興会に加入する商工業者等（北広島中央商店街振興会・大曲輪厚
商店街振興会・北広島団地商店街振興会・西の里地区商店街振興会）

各地区の商工業者が連携して、地域の特性を生かしながら商店街の賑わいと活性化
を図る各種事業に対して助成

作成日

商業

根拠法令等

内線857

課長職名事務区分

力強い産業活動が展開されるまち

部長職名■自治事務　　□法定受託事務　 赤沼正三

　事務事業開始年度

　〃 終了予定年度

田中　均

整理番号 29-9 作成部署 経済部商業労働課地域商店街活性化事業事務事業名

　平成19年度事務事業評価調書（継続用）　　　　 北広島市

商業団体の育成

上位施策との関
連（総合計画での
位置付け）

同上

施策）

章

別紙１

S44

直接事業費

791880 798

798

地方債

一般財源

国支出金

9,000 9,000

17年度（決算）

0.05 0.05

880 791 798

活動指標
（事務事業の
活動量や実

績）

216 208

会員数

イベント開催数

6

66

人

回

210216 208 210

6 6

0.05

9,000

450

1,248

0.05

9,000

1,248

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

指　標　名
17年度

指　　　　　標　　　　　値

18年度単位 20年度（目標）19年度（目標）

　総　事　業　費 ①＋④ 1,330 1,241

区　　　　分

人 　件 　費
（概算）

道支出金

①合　計

②人　数（年間）

19年度（予算） 20年度（予定）18年度（決算）

（単位：千円）【事業費の推移】

２　実　施　（ドゥ）

③１人当り年間平均人件費

④＝②×③ 450450 450

その他特財

4

6

210

4

6回

成果指標
（目的の達成
度を測るもの

さし）

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

イベント開催数

6

210

4研修会開催数

会員数

4

人

回

・行政機関及び商工会との連携

・地域の環境美化

・各種イベントの開催及び協力

・研修会、講習会の開催



□

□

■

□

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合
□休・廃止
□終了

□終了

□拡大重点化

□統合

今後の方向性

行財政構造改革推進
本部の総合判定

　今後地域の特性を生かした賑わいと活性化がさらに
図られる事業内容となるよう、各補助団体と再度協議
する。

　商店街等の活性化は、市の活性化につながることで
はあるが、それぞれの商店街の自主性を重視するとと
もに、補助金の見直しを検討する。

【１次評価】

□拡大重点化
□現状継続
■見直し

事務事業担当部局の
総合判定

　４　適切（十分）　　３　概ね適切（十分）　　２　改善の余地がある　　１　不適切（不十分）　　－　該当なし

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

外部評価委
員会の総合

判定

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止

　高齢化が進展する中で商店街の果たす役割は益々
重要となっている。各地域の核となる商店街が活性化
されることで地域の賑わいを創出する上で行政として
の支援は必要である。

　各商店街の地域特色を生かしたイベント等の開催並
びに会員の研修事業通じて商店街の活性化が推進さ
れている。

民間活力の
活用性評価
（事業担当部
局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

　地域の賑わい、商店街での連携、交流、研鑚など、
地域の発展に当該事業は寄与している。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
ないか。

評点区分

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

[※参考]

前年度の
２次評価

　判　　　　定

見直し

今後の方向性

今後の方向性（課題と解決方法等）

　市内の商店街等の活性化は市民が「まちの活性化」を身近に感じることができる事象であ
り、商店街等が自ら意欲的に事業を行なうことを助成することは制度として意義がある。しか
しながら、補助額が低く各商店街振興会が創意工夫をする余地が少なくなっている。地域商
業活性化の戦略を検討するとともに補助金のあり方についても見直しを行なうこと。

□現状継続
■見直し

3

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか（同じ経費でもっと効率
的な方法はないか）

妥
当
性

3

3

有
効
性

効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か（目的妥
当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か(公共性・公
益性の度合）

３　評　価　（チェック）

公
平
性

整理番号 29-9

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

　　　□有　　　　　■無法律で実施が義務付けられている事務事業か

-

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

・成果指標値から見て、目標の達成度はどの程度か（達
成度合）
・目的を達成するための手段（実施方法）は有効か（手段
有効度合）



補助・交付金の対象経費（項目） 事業費 事業費 事業費

■事業費のみに充当

55

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 311 34 0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年３月末現在）55人

661

57

34

□運営費のみに充当

76

設立年 S54

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 29-9

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（18年度）

事務局の状況
（18年度）

対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

58 ％ 65

補助・交付金の算出根拠

交際費

研修費

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

定額補助金（平成17年度まで会員１人当たり　4,000円、平成18年度から会員１人当
たり　3,800円）

250

％％

398

378 294

33 ％ 18 ％ 22 ％

50

858

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

地域商店街活性化事業

大曲輪厚商店街振興会
会長　国田　恒吉

18年度（決算）

1,084

858

2520 27

30

330

1,050

30

42 23

250

146 189 150

378 294

0

事務費

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

その他

繰越金

事業費

会議費

972

207

138 50

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

190

50

380会費

本市補助・交付金の額 （Ａ）

連合会助成金

19年度（予算）

190

50

（単位：千円）

雑収入 154

345

17年度（決算）区　　　　分

188

220

363

0

負担金 32

43

予備費

44

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

311

交付先団体等の
活動内容

商業、サービス業の発展と会員相互の親睦を図り、地域の発展に寄与することを目的とす
る。

・商店街地区の環境整備
・地域主催行事への協力及び独自イベントの開催
・販売経営に関する研修会等
・会員の資質向上を図る研修会、講習会の開催

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）



補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

137

交付先団体等の
活動内容

地域内の商業、工業の発展と会員相互の親睦と調和を図り、商工業の発展に寄与することを
目的とする。

・消費者と融和・調和を図る各種事業の実施並びに参画
・地域内の環境整備、美化の推進及びリサイクルの推進
・会員の資質向上を図る各種研修会の開催

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）

141

174

研修費

2,839

1,148

156

会議費 201

（単位：千円）

諸収入 12

1,105

17年度（決算）区　　　　分

2,049

404

80

1,004会費

本市補助・交付金の額 （Ａ）

連合会助成金

19年度（予算）

430

00 0

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

403

98

負担金

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

その他（研修負担金）

繰越金

事業費

旅費

4,704

157

520

0 0 0

3,415 3,103

1,494

8993 94

200

165

3,824

200

543 400

1,494

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

地域商店街活性化事業

北広島中央商店街振興会
会長　鈴木　陽一

18年度（決算）

3,819

27 ％

120

％

36

3,415 3,103

9 ％ 11 ％

補助・交付金の算出根拠

事務費

その他（予備費）

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

定額補助金（平成17年度まで会員１人当たり　4,000円、平成18年度から会員１人当
たり　3,800円）

520

％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

12 ％ 14 78

設立年 S50

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 29-9

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（18年度）

事務局の状況
（18年度）

0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年4月末現在）90名

4,567

121

-5

□運営費のみに充当

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 137 -5

補助・交付金の対象経費（項目） 事業費 事業費 事業費

■事業費のみに充当

270



補助・交付金の対象経費（項目） 事業費 事業費 事業費

■事業費のみに充当

55

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 0 16 0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年３月末現在）１4人

969

35

16

□運営費のみに充当

7

設立年 S53

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 29-9

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（18年度）

事務局の状況
（18年度）

対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

10 ％ 7

補助・交付金の算出根拠

事務費

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

定額補助金（平成17年度まで会員１人当たり　4,000円、平成18年度から会員１人当
たり　3,800円）

760

％％

703 879

7 ％ 6 ％ 5 ％

35

1,016

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

地域商店街活性化事業

西の里地区商店街振興会
会長　中野　昭雄

18年度（決算）

1,108

1,016

00 0

118

1,092

120

47 91

760

29 5 10

703 879

457

負担金

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

負担金

繰越金

事業費

旅費

969

6

250 300

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

53

450

140会費

本市補助・交付金の額 （Ａ）

特別負担金

19年度（予算）

61

400

（単位：千円）

商工会補助 57

140

17年度（決算）区　　　　分

50

72

180

461

会議費 156

34

その他

0

補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

0

交付先団体等の
活動内容

会員相互の親睦を図ると共に地域商業の活性化と地域の発展に寄与することを目的とする。

・地域イベントの参加
・会員の資質向上図る各種研修会、講習会の開催

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）



補助・交付金の対象経費（金額）（Ｄ）

交付先団体等の
活動目的

129

交付先団体等の
活動内容

地域商業の発展と会員相互の親睦に寄与することを目的とする。

・夏祭りほかイベントの開催
・会員事業の宣伝、従業員の育成
・各種研修会、講習会の開催
・道内外の視察研修の実施

■補助団体にある □市役所にある

支　　出

　　　　支　出　合　計（Ｃ）

82

その他

733

625

0

会議費 241

（単位：千円）

諸収入 490

618

17年度（決算）区　　　　分

535

168

0

624会費

本市補助・交付金の額 （Ａ）

連合会助成金

19年度（予算）

160

00 0

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

160

0

負担金

　　　　収　入　合　計（Ｂ）

その他（研修負担金）

繰越金

事業費

研究費

1,769

243

660

60 0 20

1,098 586

1,384

11083 134

209

1,332

210

76 294

1,384

別紙３ 　　　　　　　　　　　　　　　　  付　表　　　　　　

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金
名

地域商店街活性化事業

北広島団地商店街振興会
会長　住田　　優

18年度（決算）

1,442

12 ％

90

％

1,098 585

10 ％ 12 ％

補助・交付金の算出根拠

事務通信費

全体支出に対する本市補助・交付金の
割合(A)÷(Ｃ)

定額補助金（平成17年度まで会員１人当たり　4,000円、平成18年度から会員１人当
たり　3,800円）

660

％
対象経費に対する補助・交付金の割合
　(Ａ)÷(Ｄ)

15 ％ 27 24

設立年 S56

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書　　　
整理番号 29-9

□運営費・事業費の双方に充当
補助金等の充当
状況（18年度）

事務局の状況
（18年度）

0

交付先の名称及
び代表者名

構成員（団体）数 （19年３月末現在）42名

1,640

88

110

□運営費のみに充当

繰越金 収入（Ｂ）－支出（Ｃ） 129 110

補助・交付金の対象経費（項目） 事業費 事業費 事業費

■事業費のみに充当

315


